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社会福祉法人 美熊野福祉会 

令和７年度 事業報告 

 

１． 法人理念 ≪４つの目標・５つの約束≫ 

 

≪４つの目標≫ 

・いのちを大切にし、健康な心とからだづくりに努めます 

・一人ひとりの人格を尊重し、どんなに重い障がいがあっても、明るく 

いきいきとした生活を目指します 

・一人ひとりの能力、可能性を最大限に発揮できるよう努めます 

・家族、地域の人との交流を深め、開かれた施設に努めます 

 

≪５つの約束≫ 

・全職員は援助者であり、施設の主人公は利用者である 

・全職員は、重い障がいがあっても、成長、発達への確信を持ち根気 

強く接すること 

・虐待は認めない 

・全職員はつねに、あわてない、しからない、笑顔をたやさない 

・全職員はつねに、助け合い、協力しあい、自覚と責任をもって行動 

する 

 

１．法人理念について 

 

法人理念である「４つの目標・５つの約束」は、当法人のすべての事業運営と

利用者支援の根幹をな す柱であり、職員一人ひとりが常に立ち返るべき基本

姿勢として位置づけています。令和７年度においても、その意義と重要性につ

いて、会議や研修等の機会を通じて全職員に周知を図り、日々の支援や業務の
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中で具体的に実践できるよう努めました。今後も引き続き、法人理念の共有と

徹底を図りながら、利用者本位の支援と質の高い法人運営に努めてまいりま

す。 

 

２ 

（１）感染症対策について 

 

法人内の各施設で新型コロナウイルス及びインフルエンザウイルスの感染が見

られましたが、いずれも猛威を振るうような状況には至らず、比較的軽症のう

ちに経過しました。各施設においては、日頃から感染予防の徹底に努めるとと

もに、消毒・換気・衛生用品の整備など、様々な環境整備を行ったうえで感染

症対策に取り組み、利用者及び職員の安全確保に努めました。 

 

（２）働き方改革に対応した取り組みについて 

 

年次有給休暇の取得推進に取り組み、職員が計画的に休暇を取得しやすい職場

環境づくりに努めました。また、女性職員の出産・育児休暇はもとより、男性

職員の育児休暇取得についても配慮し、それぞれのライフステージや個々の事

情に応じた柔軟な対応を行いました。あわせて、定年退職後の再雇用について

も取り組みを進め、これまで培われた経験や知識を継続して法人運営に生かせ

るよう努めました。 

 

（３）ハラスメント防止について 

 

ハラスメント防止に関する研修を通じて、職員一人ひとりが正しい知識と理解

を深められるよう取り組みました。また、実際のハラスメント案件に対して

は、社会保険労務士及び弁護士との連携を図りながら、適切な対応に努めまし

た。今後も、すべての職員が安心して働くことのできる健全な職場環境を目指

し、ハラスメントの未然防止と再発防止に向けた取り組みを一層推進してまい

ります。 
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（４）利用者及び家族へのサービス提供について 

 

利用者主体の支援を法人全体の基本姿勢として掲げ、利用者一人ひとりの思い

や状況に常に心を寄せながら、安心してサービスを利用していただけるよう努

めました。また、利用者及びご家族に対して必要な情報の開示や丁寧な状況説

明を行うとともに、法令及び社会的モラルを遵守した適正な法人運営に努めま

した。なかでも、利用者の意思決定を尊重し、その尊厳を大切にしながら、最

大限の配慮と支援を行うことを重視して取り組みました。今後も引き続き、利

用者及びご家族に信頼されるサービスの提供に努めてまいります。 

 

（５）虐待防止について 

 

利用者の人権と人格を最大限に尊重し、一人ひとりの尊厳を守ることを法人全

体の基本姿勢として取り組みました。とりわけ、虐待防止に関する啓発及び研

修については最も重要なテーマの一つとして位置づけ、職員の意識向上と理解

の深化に努めました。また、風通しの良い職場づくりを意識し、相談しやすい

支援体制を常にオープンな形で整えることで、虐待の未然防止に努めました。

いかなる場合においても虐待は決して許されるものではないという認識のも

と、すべての人が安心して過ごすことができ、平等に尊重される環境づくりに

取り組みました。 

 

（６）身体拘束の廃止について 

 

利用者の生活が尊厳あるものとなるよう、身体拘束の廃止を最優先課題の一つ

として位置づけ、法人全体で取り組みました。身体拘束に関する正しい知識と

理解については、全職員への周知を図るとともに、定期的な研修を実施するこ

とで、その必要性と基本的な考え方を繰り返し確認しました。また、身体拘束

適正化検討委員会を定期的に開催し、現状の把握に努めるとともに、課題の整

理や改善に向けた検討を行い、身体拘束のない支援の実現に努めました。 
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（７）意思決定支援について 

 

利用者の意思決定の支援に十分配慮しながら、相談援助、成年後見制度、権利

利益の保護等のための各種施策及び制度を適切に活用し、支援にあたりまし

た。今後も意思決定支援の理念を常に念頭に置き、利用者本人の意思が日常生

活や社会生活に可能な限り反映されるよう、自ら意思決定できるよう支援を行

いました。なお、最重度の障害のある方など、利用者本人の意思の確認や真意

の把握に最大限努めても意思の推定が困難な場合には、関係する方々と十分に

相談し、利用者の最善の利益を最優先に考えた支援ができるよう努力しまし

た。 

 

（８）職員研修について 

 

法人全体での必須研修を定期的に実施するとともに、各事業所においてもそれ

ぞれの実情や課題に応じた独自の研修を行い、職員の資質向上に努めました。

また、外部講師を招いて法人全体の職員を対象とした研修を実施し、意識改革

を図るとともに、その学びを利用者支援の実践に生かせるよう取り組みまし

た。さらに、一人の法人職員として接遇を常に意識し、自覚と責任について深

く学ぶ機会を設けたほか、必要に応じて施設外研修にも適切な人材を派遣しま

した。加えて、現在の福祉を取り巻く動向や各種制度等について理解を深める

研修にも積極的に参加し、時代の変化に対応できるよう努めました。あわせ

て、ウェブを活用した多様な研修機会の提供にも取り組み、職員が幅広く学び

を得られる体制づくりを進めました。 

 

（９）地域福祉の拠点としての役割について 

 

令和７年度においては、新宮東牟婁圏域における障害児者福祉の中核を担う法

人として、法人内及び各事業所間の情報共有に努めるとともに、関係する法人

や所管行政とのケア会議、自立支援協議会等の場において地域課題の抽出と解

決策の提案を行い、多業種・多職種との連携と協力を図りました。また、社会

貢献事業として、子ども食堂、地域の子育て支援事業、こども園、高齢者支援
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事業等に関わり、食の提供、レクリエーション、音楽療法などに取り組むこと

で、地域とのつながりを深め、地域福祉の推進に努めました。 

さらに、多様化する障害児者のニーズに応えられるよう、地域課題を抽出し、

関係機関と連携を図りながら課題解決に取り組みました。あわせて、フォーマ

ルな制度による支援にとどまらず、インフォーマルな支援にも目を向け、これ

まで十分に光が当たりにくかった利用者に対しても支援を行うよう努めまし

た。今後も、地域に開かれた施設としての役割を果たし、誰もが安心してつな

がることのできる地域づくりに貢献してまいります。 

 

（１０）法人機能強化及び経営基盤の安定について 

 

令和７年度においては、障害福祉を取り巻く制度改正や福祉ニーズの多様化に

対応するため、法人本部が中心となって財務、労務、人事等の状況を一元的に

把握し、法人全体を見通した運営体制の強化に努めました。また、各施設・事

業所の運営状況や課題について継続的に確認を行い、適切な人員配置や業務の

見直しを進めることで、安定的かつ継続的な事業運営に取り組みました。あわ

せて、会計処理や財務状況の適正な把握、情報開示の推進により、法人運営の

透明性の確保と社会的信頼の向上に努めました。さらに、福祉・介護職員等処

遇改善加算をはじめとする制度動向を踏まえ、職員の処遇改善や職場環境整備

についても検討を重ね、経営基盤の安定と人材確保・定着の両立を図りまし

た。加えて、業務効率化や情報共有の充実を図るため、ICT やウェブの活用、

各種会議・委員会を通じたガバナンスの強化、感染症や災害等を想定したリス

ク管理体制の整備にも努め、法人機能の強化を総合的に推進しました。今後

も、利用者支援の質を維持・向上させるため、社会福祉法人としての公共性と

公益性を踏まえながら、持続可能で安定した法人経営に努めてまいります。 

 

（１１）人材確保と人材育成について 

 

多様な働き方の推進に努め、職員一人ひとりの事情や働き方への希望に配慮し

ながら、継続して勤務できる職場環境づくりに取り組みました。また、障害福

祉事業所を取り巻く人材不足への対応として、インターネットや就職説明会等

を活用した採用活動に加え、多様な人材の確保に努め、とりわけ外国人を含む
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人材の受け入れについても、法人の重要な取り組みの一つとして進めました。

あわせて、人材育成の面においては、福祉現場において求められる専門性や支

援の質の向上を図るため、新任職員への基礎的な研修に加え、階層別研修、法

人全体研修、各事業所における実践的な OJT を組み合わせながら、段階的な

育成に努めました。さらに、日々の支援の振り返り、事例検討、外部研修やウ

ェブ研修への参加等を通じて、障害福祉制度の動向や支援技術、人権意識、接

遇、リスク管理等について学びを深め、職員一人ひとりの資質向上に取り組み

ました。今後も、多様な人材が安心して働き続けることのできる環境づくり

と、現場で実践に生かせる計画的な人材育成を両輪として進め、安定した支援

体制の確保に努めてまいります。 

 

（１２）法人総合相談窓口の活用について 

 

職員及び利用者からの多様な相談ニーズに応えるため、法人総合相談窓口の活

用を積極的に促し、それぞれの相談内容に応じて問題解決に向けた対応に努め

ました。また、法人内では相談しにくい案件については、公益財団法人２１世

紀職業財団による外部委託相談の活用を案内し、相談しやすい環境を整えるこ

とで、より適切な支援と問題解決につなげられるよう努めました。今後も、安

心して相談できる体制の充実を図り、職員及び利用者双方にとって信頼できる

相談支援体制の構築に努めてまいります。 

 

（１３）各種委員会の設置 

 

幹部会、中間管理職会議、研修委員会、虐待防止委員会、その他各事業所合同

による職種別会議や各部門会議を定期的に開催し、法人内の情報共有と課題整

理を図るとともに、組織の活性化に努めました。また、法人監査委員による監

査を通じて、利用者支援の見直しや支援環境の改善に取り組み、課題の把握と

是正に努めました。今後も、風通しの良い透明性のある法人運営を目指し、各

種会議・委員会の機能を十分に生かしながら、より良い支援体制と組織づくり

に努めてまいります。 
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（１４）防災・防犯について 

 

各施設における防災への取り組みの強化を図るとともに、地域で暮らす障害児

者及びそのご家族のための福祉避難所としての役割を果たせるよう、必要な準

備と体制整備に努めました。また、防犯カメラの設置及び定期的なメンテナン

スを行うとともに、防犯グッズ等も取り入れることで、防犯意識の向上と緊急

時に迅速に対処できる環境づくりに取り組みました。さらに、消防機関及び警

察機関と連携し、防災・防犯に関する訓練を各施設において定期的に実施する

ことで、職員の危機対応力の向上と安全確保の徹底に努めました。今後も、地

域における社会的機能と役割を十分に果たすことができるよう、防災・防犯体

制の充実に努めてまいります。 

 

（１５）メンタルヘルスについて 

 

労働安全衛生法に基づき、５０人以上の職員規模の事業所において、産業医・

保健師等によるストレスチェックを実施しました。また、対象施設以外の事業

所においても、職員の心身の健康保持を目的として、実施状況の把握及び必要

な支援体制の整備に努めました。さらに、メンタルヘルスの基礎知識に関する

研修を行い、対人援助職に生じやすいバーンアウトの防止に努めました。加え

て、ストレスチェックセンターが作成する各事業所の組織分析レポートを参考

に、ストレスの原因因子や職場環境に関する要因の分析を行い、より良い職場

環境づくりにつなげられるよう取り組みました。あわせて、メンタルヘルスと

同様に、職員の健康診断についても法令に基づき年１回実施し、健診後には、

通常勤務が可能か、就業制限が必要か、又は要休業であるかについて医師の意

見を聴取するため、地域産業保健センターに依頼し、職員が健康に就業できる

よう必要な対応に努めました。 

 

 

 

 

 



8 

 

（１６）多様性社会に対応する仕組みについて 

 

障害福祉サービス事業所として、多様性が尊重される社会の実現を見据え、利

用者一人ひとりの障害特性、生活歴、価値観、意思及び希望を大切にしなが

ら、それぞれの状況に応じた支援の提供に努めました。また、支援にあたって

は、合理的配慮の視点を踏まえ、意思疎通の工夫や環境面の調整を行うこと

で、利用者が安心して日常生活及び社会生活を送ることができるよう取り組み

ました。さらに、職員に対しても、多様な価値観や背景を認め合い、互いに尊

重しながら働くことのできる職場づくりを意識し、日常の支援や会議、研修等

を通じて、多様性に対する理解と意識の向上に努めました。加えて、地域共生

社会の実現に向け、関係機関や地域住民との連携を図りながら、障害の有無に

かかわらず、誰もが地域の中でその人らしく暮らし、支え合うことのできる環

境づくりに努めました。今後も、多様性社会に対応した支援のあり方を大切に

し、利用者及び職員双方にとって安心できる福祉の実現に努めてまいります。 

 

（１７）ＳＤＧｓの取り組みについて 

 

令和７年度においては、法人の取り組みとして、節電、食品ロスの削減、ごみ

分別の徹底、災害時の備え、地域への貢献など、環境問題や社会問題に配慮し

たＳＤＧｓの取り組みに努めてまいりました。また、日常の事業運営の中で、

限られた資源を大切にしながら、法人としてできることを一つひとつ実践し、

持続可能な社会づくりへの意識向上に取り組みました。今後も、ＳＤＧｓに対

する理解をさらに深め、優先課題を見極めながら、法人として取り組むべき内

容を的確に把握し、継続的かつ実効性のある取り組みにつなげていけるよう努

めてまいります。 

 

（１８）ホームページ・法人たより等による情報提供 

 

法人の経営や役割をより広く理解していただくため、情報発信機能の充実に努

めました。各事業所においては、ホームページの更新を確実に実行するととも

に、法人たよりも作成し、保護者・家族・地域住民・行政等に向けて、幅広く
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広報活動を行いました。また、各事業所において、SNS（インスタグラム、フ

ェイスブック）を活用した情報提供にも取り組み、日々の活動や法人の取り組

みについて、より身近で分かりやすい情報発信に努めました。今後も、地域に

開かれた法人として、継続的かつ積極的な情報提供に努めてまいります。 

 

 

（１９）手話（意思疎通支援事業）について 

 

令和７年度においては、手話で会話ができる方を養成する「手話奉仕員養成講

座」及び「手話フォローアップ講座」について、年度内に全カリキュラムを修

了することができ、受講生の皆様にはそれぞれ次の段階の学習へ進んでいただ

くことができました。また、派遣事業に関しては、聴覚障がい者及び意思疎通

支援登録者（手話通訳者・要約筆記者）の方々からも随時ご意見をいただきな

がら、通訳者不足の状況の中ではありましたが、適材適所の視点を大切にし、

円滑な派遣の実施に努めました。さらに、圏域市町村すべてで制定されている

手話言語条例の取り組みとして、小中学校での学習の機会や市職員研修等に講

師を派遣し、聴覚障害や手話に対する理解促進を図りました。加えて、厚生労

働省認定講座においては新テキストの作成にも携わるとともに、全国的に活躍

されている講師を招き、地域講師の指導技術及び手話通訳登録者の通訳技術向

上を目的とした研修会を実施し、地域全体の意思疎通支援体制の充実に努めま

した。 

 

（２０）その他 

 

令和７年度においては、社会福祉法人として障害福祉事業を展開する地域にお

ける中核的な役割を果たすべく、関係行政機関、自立支援協議会、医療・福

祉・教育等の関係機関との連携を図りながら、多様化する福祉ニーズへの対応

に努めました。また、障害福祉を取り巻く制度改正や地域福祉の動向を注視

し、今後の支援体制や事業のあり方について継続的に検討を重ね、地域の実情

に即した事業展開につなげられるよう取り組みました。今後も、社会情勢や制

度の変化を的確に把握しながら、地域に必要とされる福祉サービスの充実と法

人機能の強化に努め、地域福祉の推進に貢献してまいります。 


